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“税務の職場”
何でも110番
zenkokuzei@aol.com

全
国
税
は
、
職
場
で
起
こ
っ
た

問
題
を
解
決
す
る
た
め
「
税
務

の
職
場
、
何
で
も
一
一
○
番
」

を
常
時
設
置
し
て
い
ま
す
（
電

話
と
Ｆ
Ａ
Ｘ
は
上
記
の
番
号
ま

で
ど
う
ぞ
）。

◇ 全国税ホームページ ◇
http://www.kokko-net.org/zenkokuzei
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４
月
上
旬
の
新

聞
各
紙
で
、

「
年
金
運
用
巨

額
赤
字
、
５
兆

円
損
失
の
見
通

し
、
株
積
極
投

資
裏
目
に
」
な
ど
の
見
出
し

が
躍
っ
た
。
民
間
の
ア
ナ
リ

ス
ト
が
公
的
年
金
を
運
用
す

る
年
金
積
立
金
管
理
運
用
独

立
行
政
法
人
（
Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ
）

の
　
年
度
の
運
用
成
績
に
つ

１５
い
て
試
算
し
た
結
果
と
い

う
 ▼
資
産
構
成
割
合
は
か

つ
て
国
債
　
％
、
国
内
外
の

60

株
式
各
　
％
だ
っ
た
も
の

12

が
、　
年
　
月
以
降
国
債
　

１４

10

35

％
、
国
内
外
株
式
合
計
　
％
50

に
変
更
し
た
こ
と
を
受
け
た

も
の
で
あ
る
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク

ス
効
果
も
前
半
は
あ
っ
た

が
、
こ
こ
に
き
て
の
逆
効
果

と
な
っ
て
い
る
▼
さ
て
、
わ

が
年
金
に
つ
い
て
も
　
年
　

１５

10

月
以
降
の
年
金
制
度
一
元
化

に
よ
り
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ

リ
オ
が
見
直
さ
れ
た
こ
と
を

ご
存
じ
だ
ろ
う
か
。
か
つ
て

国
債
　
％
、
国
内
外
株
式
各

74

８
％
だ
っ
た
が
。

〈
出
題
〉
九
段
　
西
村
一
義

中
級
ク
ラ
ス

〈
ヒ
ン
ト
〉玉
は
下
段
に
追
え

…
…
。

（
　
分
で
二
段
）
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　細川委員長発言要旨
１　国税庁は全国税労働組合員に対し、昇格・昇任等の人事差別
が続いている。信頼される税務行政を行うためには差別撤廃が重
要である。ただちに差別政策をやめるよう国税庁長官に指示して
いただきたい。
２　税務署には６０００人の非常勤職員が働いている。長年働いて
いただいている方もおり、仕事に精通している点から、職場には
なくてはならない存在である。しかし、賃金面では時給単価が低
いままで何年勤めても上がらない状況である。公務の職場で働く
非常勤職員の賃金を引き上げるよう、そのための予算措置を行ってもらいたい。
あわせて、雇用の確保のため雇止めをしないよう国税庁に指示をしてもらいたい。
３　国税庁の定員は今年も24人の純減、５万６千人である。確定申告者数はＨ26年分で２，１３９万人。今
年も多くの納税者が税務署を訪れた。税務署の会場で相談、作成しようとする人は大変多く、限られた人
員での対応となりハードになっている。
　また、消費税増税や相続税の控除引き下げで対応する事務量は増加している。調査の実調率について、
長期低下傾向、平成25年度は法人3.0％、個人1.0％、「即ち法人については、33年に１度」「個人につい
ては、100年に１度しか調査に来ない」との発言がある。
　現状では業務の増加に対応できない。これに対応する職員の確保が必要である。事務量増加に見合う定
員の増加を行ってもらいたい。

　岡田副大臣回答

１　人事差別について
　国税庁としては従来から職員の方々が意欲と希望を持って
職務に精励できるような適切な人事に努めていると思ってい
る。適材適所、適正、公平な人事に努めていると考えている。
所属職員団体の如何によって人事は行っていないというの
が、国税庁の言い分ではあるが、そのような公正公平な人事
をおこなうよう再び指示をしたいと思う。

２　非常勤職員
　　人事院の示した指針にそって非常勤職員の職務内容、在勤地域、経験等の要素を考慮して適正に時給
単価を決める予算要求をしている。雇い止めに関しては、再任用の際に面談をして意志を聞いた上で決め
るということで、雇い止めという状況は現状としては無いと認識している。
３　増員について

　　回答なし

発
言
す
る
細
川
潔
全
国
税
委
員
長

 官民共同の力で国民本位の
　　 財務・金融行政に転換させよう!

国民のための財務・金融行政を求める２０１6共同行動

 4
・
　15

財
務
金
融
行
動

　
早
朝
行
動
で
は
霞
が
関
界

隈
の
地
下
鉄
出
口
で
昼
休
み

集
会
の
参
加
を
訴
え
る
ビ
ラ

３
千
枚
を
配
布
、
東
京
国
税

局
前
で
も
ビ
ラ
１
千
枚
を
配

布
・
宣
伝
行
動
を
行
い
ま
し

た
。

　
続
い
て
行
わ
れ
た
財
務

省
、
金
融
庁
、
全
銀
協
へ
の

要
請
行
動
に
は
組
合
員
も
参

加
し
ま
し
た
。

　
昼
か
ら
の
財
務
省
前
要
求

行
動
に
は
、
全
国
税
を
は
じ

め
、
国
公
労
働
者
と
、
金
融

共
闘
な
ど
２
８
０
人
を
超
え

る
官
民
の
仲
間
が
結
集
し
ま

し
た
。

　
集
会
で
は
、
主
催
者
を
代

表
し
て
、
岡
部
実
行
委
員
長

（
国
公
労
連
委
員
長
）
か
ら

は
、「
大
幅
賃
上
げ
で
暮
ら

　
４
月
　
日
（
金
）「
国
民
の
た
め
の
財
務
・
金
融
行
政
を
求
め
る
２
０
１
６
共
同

15

行
動
」（
同
実
行
委
員
会
主
催
、
国
公
労
連
・
全
国
税
・
全
税
関
・
金
融
労
連
・
郵

政
産
業
労
働
者
ユ
ニ
オ
ン
・
年
金
者
組
合
・
農
民
連
・
全
労
連
・
全
国
一
般
東
京
地

本
な
ど
　
団
体
）
に
、
関
信
・
東
京
・
東
海
地
連
の
組
合
員
　
名
が
結
集
し
、
一
日

22

28

行
動
し
ま
し
た
。

【
お
詫
び
と
訂
正
】
前
号
一
面
掲
載
の
愛
知
支
部
「
超
勤
パ
ト
ロ
ー
ル
」
の
日
付
が
3
月
　11

日
と
な
っ
て
い
ま
し
た
が
正
し
く
は
2
月
　
日
実
施
で
し
た
。
訂
正
し
て
お
詫
び
し
ま
す
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共
闘
の
森
田
代
表
幹
事
か

ら
、
決
意
表
明
が
全
税
関
・

松
崎
委
員
長
、
郵
政
ユ
ニ
オ

ン
・
上
平
副
委
員
長
、
年
金

者
組
合
・
増
子
中
執
か
ら
そ

れ
ぞ
れ
あ
り
ま
し
た
。

　
各
階
層
の
代
表
が
参
加
し

た
財
務
省
交
渉
の
要
旨
に
つ

い
て
は
、
全
国
税
の
細
川
委

員
長
が
報
告
し
ま
し
た
。

（
以
下
に
全
国
税
の
要
求
内

容
掲
載
）

　
午
後
か
ら
は
、
賃
金
改
善

等
を
求
め
、
厚
生
労
働
省
前

集
会
に
参
加
し
ま
し
た
。

し
の
改
善
・
景
気
回
復
・
社

会
保
障
制
度
の
充
実
を
！
」

と
、
挨
拶
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
た
、
浦
上
金
融
共
闘
議
長

か
ら
も
「
官
民
一
体
で
た
た

か
い
を
進
め
、
国
民
の
た
め

の
金
融
実
現
を
め
ざ
し
て
と

も
に
奮
闘
し
よ
う
」
と
あ
い

さ
つ
が
あ
り
ま
し
た
。

　
連
帯
の
挨
拶
が
国
民
春
闘

財務省前で主催者あいさつをする岡部国公労連委員長

回答する岡田直樹財務省副大臣
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ス
マ
ー
ト
確
申
 

　
　
　
そ
の
本
音
は

【
東
大
阪
支
部「
東
大
阪
」】

　
３
月
７
日
付
朝
日
新
聞

は
、「
ネ
ッ
ト
で
確
定
申

告
、
嫌
や
ね
ん
？
」
と
大

き
く
報
道
し
ま
し
た
。
そ

の
一
部
を
紹
介
し
ま
す
。

○
国
税
庁
は
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
の
利
用
を
呼
び
か

け
る
が
、
関
西
で
は
受
付

会
場
に
足
を
運
ん
で
入
力

す
る
人
が
４
入
に
１
人
以

上
い
る
。
大
阪
国
税
局
は

今
回
、
あ
え
て
会
場
を
減

ら
す
強
硬
策
に
出
た
。
す

る
と
会
場
に
は
長
蛇
の

列
。
関
西
人
は
ネ
ッ
ト
申

告
が
嫌
い
な
の
か
？
　

○
「
去
年
は
近
所
の
税
務

署
で
す
ぐ
終
わ
っ
た
の
に

今
年
は
１
時
間
も
並
ば
さ

れ
た
。
寒
う
て
足
が
し
び

れ
ま
し
た
わ
」。
北
新
地

の
地
下
鉄
改
札
と
飲
食
店

街
を
つ
な
ぐ
薄
暗
い
通
路

に
で
き
た
特
設
会
場
で
２

月
下
句
、
年
金
収
入
の
申

告
を
終
え
た
大
阪
市
北
区

の
女
性
　
は
疲
れ
き
っ
た

（72）

様
子
で
ぼ
や
い
た
。

○
大
阪
国
税
局
は
他
の
地

域
で
も
会
場
を
縮
小
し
、

昨
年
の
４
１
３
か
ら
２
割

減
の
３
４
２
に
。
の
べ
４

万
人
い
た
応
対
の
職
員
も

１
割
減
ら
し
た
。
職
員
は

手
続
き
に
戸
惑
う
人
が
い

れ
ば
す
ぐ
声
を
か
け
て
き

た
が
、
あ
ま
り
丁
寧
に
助

言
し
な
い
ド
ラ
イ
な
対
応

ぶ
り
。
午
後
５
時
ま
で
に

並
べ
ば
相
談
を
受
け
付
け

る
会
場
も
あ
っ
た
が
、
今

年
は
総
じ
て
時
間
厳
守
だ
。

超
勤
が
付
い
て
い
な
い

【
東
海
地
連
・
東
海
】

職
場
の
声

Ａ
　
昨
年
の
確
定
申
告
の
超

勤
手
当
て
に
つ
い
て
「
実
際

の
時
聞
の
超
勤
が
付
い
て
い

な
い
」「
付
い
た
の
は
皆
で

や
っ
た
審
査
事
務
だ
け
の
時

間
だ
」。
相
談
会
場
で
６
時
・

７
時
ま
で
相
談
者
に
対
応
し

た
仕
事
は
サ
ー
ビ
ス
残
業

か
。

Ｂ
　
無
料
相
談
会
場
に
て
Ｐ

Ｃ
の
不
具
合
で
半
分
の
Ｐ
Ｃ

が
立
ち
上
が
ら
ず
大
混
乱
。

税
理
士
か
ら
も
相
談
者
か
ら

も
不
満
が
出
た
。

Ｃ
　
セ
ル
フ
コ
ー
ナ
ー
を

作
っ
て
事
前
準
備
を
通
さ
ず

給
与
･
年
金
所
得
者
で
Ｐ
Ｃ

操
作
が
出
来
る
人
を
案
内
し

て
い
ま
す
が
自
分
で
操
作
し

て
進
め
て
い
こ
う
と
す
る
人

は
せ
い
ぜ
い
２
割
程
度
。
あ

と
は
指
示
待
ち
で
職
員
と
派

遣
職
員
で
ほ
ぼ
項
目
ご
と
に

入
力
し
て
い
る
状
態
で
す
。

印
刷
カ
ー
ド
の
タ
ッ
チ
漏
れ

も
お
こ
り
出
力
コ
ー
ナ
ー
か

ら
戻
っ
て
一
か
ら
や
り
直

し
。
送
信
前
確
認
も
書
類

が
バ
ラ
バ
ラ
で
時
聞
が
か

か
る
な
ど
無
駄
が
多
い
。

Ｄ
　「
Ｐ
Ｃ
コ
ー
ナ
ー
が

滞
る
」
の
声
が
で
て
い
ま

す
。
理
由
は
、
事
前
コ
ー

ナ
ー
が
廃
止
さ
れ
、
そ
の

ま
ま
Ｐ
Ｃ
の
前
で
対
応
す

る
た
め
。
昨
年
は
事
前

コ
ー
ナ
ー
で
整
理
さ
れ
て

い
く
か
ら
、
ス
ム
ー
ズ
で

誤
り
も
防
止
さ
れ
た
。

Ｅ
　
詳
細
は
不
明
で
す

が
、
本
日
午
後
相
談
会
場

の
電
源
が
落
ち
て
し
ま

い
、
３
時
す
ぎ
に
受
付
を

終
了
し
、
職
員
が
手
書
き

で
申
告
書
の
作
成
を
行
い

ま
し
た
。

Ｆ
　
相
談
会
場
の
午
後
が

混
む
ケ
ー
ス
が
多
く
あ
り

ま
す
。
相
談
者
の
動
向
は

「
午
後
３
時
頃
が
狙
い
目
」

の
声
あ
り
。

Ｇ
　
市
町
の
会
揚
が
３
時

に
受
付
終
了
す
る
の
で
、

こ
っ
ち
に
流
れ
て
来
て
い

る
の
じ
ゃ
な
い
の
…
…
。

メーデーに行こメーデーに行こうう

　
５
月
１
日
に
代
々
木
公
園

で
第
　
回
中
央
メ
ー
デ
ー
が

87

開
催
さ
れ
ま
す
。

　
今
年
の
中
央
メ
ー
デ
ー

は
、「
戦
争
す
る
国
づ
く
り
」

「
世
界
で
一
番
企
業
が
活
躍

し
や
す
い
国
づ
く
り
」
の
２

つ
の
「
暴
走
」
政
治
に
対
し

て
、
国
民
共
同
の
力
で
「
戦

争
法
」
廃
止
と
「
改
憲
」
阻

止
、
憲
法
　
条
を
は
じ
め
く

25

ら
し
、
雇
用
を
守
る
た
た
か

い
、
立
憲
主
義
・
民
主
主
義

を
取
り
戻
し
、
憲
法
が
い
き

る
安
全
・
安
心
社
会
の
実
現

に
む
け
た
一
大
決
起
の
場
と

し
て
重
要
な
位
置
づ
け
を

持
っ
て
い
ま
す
。

　
同
時
に
労
働
者
・
国
民
の

生
活
改
善
を
め
ざ
し
、「
賃

金
引
き
上
げ
・
底
上
げ
に
よ

る
内
需
拡
大
・
景
気
回
復
」、

メ
ー
デ
ー
の
起
源
で
あ
る

「
８
時
間
労
働
制
」を
崩
す
裁

量
労
働
制
の
拡
大
、
残
業
代

ゼ
ロ
を
狙
う
労
働
基
準
法
改

悪
、
解
雇
の
金
銭
解
決
な
ど

の
労
働
法
制
改
悪
に
反
対

し
、
安
定
し
た
良
質
の
雇
用

の
確
保
と
働
く
ル
ー
ル
の
確

立
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
る

被
災
者
が
希
望
を
持
て
る
復

興
と
原
発
ゼ
ロ
、
社
会
保
障

拡
充
な
ど
、
憲
法
が
い
き
る

安
全
・
安
心
社
会
を
め
ざ
し

て
と
り
く
ま
れ
ま
す
。

　
安
倍
首
相
は
年
頭
所
感
で

今
年
を「
一
億
総
活
躍
元
年
」

と
位
置
づ
け
、
国
民
無
視
の

「
暴
走
」政
治
を
加
速
さ
せ
よ

う
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

夏
の
参
院
選
の
争
点
に
「
憲

法
改
正
」
を
掲
げ
、
憲
法
改

正
に
必
要
な
国
会
で
の
３
分

の
２
議
席
の
獲
得
を
め
ざ
す

と
表
明
し
て
い
ま
す
。
こ
う

し
た
歴
史
的
な
岐
路
の
中
の

メ
ー
デ
ー
で
あ
り
積
極
的
に

参
加
し
安
倍
政
権
に
Ｎ
Ｏ
！

の
意
思
を
示
し
ま
し
ょ
う
。

第87回
５月１日

　働くものの団結で生活と権利を守り、

　　平和と民主主義、中立の日本をめざそう

　メーデースローガン

　
2
0
1
6
年
4
月
　
日
夜

14

及
び
　
日
未
明
に
発
生
し
た

16

地
震
に
よ
り
、
熊
本
県
他
九

州
各
県
の
広
範
囲
な
地
域
で

死
者
　
名
、
安
否
不
明
者
3

48

名
、
負
傷
者
1
，
1
0
0
人
、

避
難
者
約
９
万
人
（
4
月
　20

日
現
在
）
に
及
ぶ
甚
大
な
被

害
が
起
こ
り
ま
し
た
。

　
当
局
に
よ
れ
ば
、
職
員
本

人
軽
傷
8
名
、
家
族
軽
傷
4

名
、
住
居
全
壊
1
棟
、
半
壊

か
ら
、
被
災
者
支
援
や
被
災

地
復
興
に
当
た
っ
て
い
く
と

と
も
に
、
税
務
行
政
に
直
接

携
わ
る
専
門
家
と
し
て
、
税

務
行
政
で
の
猶
予
・
緩
和
措

置
の
在
り
方
、
被
災
地
で
働

く
職
員
の
労
働
条
件
に
つ
い

て
、
以
下
の
よ
う
に
要
求
し

ま
す
。

　
以
下
要
求
書
の
抜
粋

　
棟
と
の
伝
達
。
ま
た
、
税

21大
熊
本
研
修
所
で
は
、
安
全

確
認
の
う
え
、　
日
夕
方
か

16

ら
一
般
開
放
し
避
難
者
1
3

0
名
を
受
け
入
れ
て
い
る
と

の
こ
と
で
す
（
　
日
現
在
）。

19

　
被
災
さ
れ
た
職
員
、
ご
家

族
の
皆
様
に
心
よ
り
お
見
舞

い
申
し
上
げ
ま
す
。

　
　
日
（
金
）
に
、
全
国
税

22
労
働
組
合
は
、
全
体
の
奉
仕

者
と
し
て
の
公
務
員
の
立
場

　
４
月
　
日
22

　
　
熊
本
地
震
に
関
す
る
要
求
書
提
出

　　　　　　　　　　　　　　　　2016年４月22日

 　 国税庁長官
　　　　　　　　中　原　　広　殿

　　　　　　　　全国税労働組合
             　　　　　中央執行委員長　　細　川　　潔

熊本地震に関する要求書（抜粋）

記

１　震災復興に向けた税務行政の在り方について
○申告期限、納期限の延長を早期に行うこと。
○「納税の猶予」（国税通則法第46条）、「換価の猶予」　
　（国税徴収法第151条）、「滞納処分の停止・納税義務の
　消滅」（国税徴収法第153条）の適用を可能な限り行う
　こと。
○これらの緩和措置適用に当たっては、必要書類や証拠
　書類を簡略化すること。

２　職員の労働条件に関して
○職員及び家族の安否確認、被災状況を把握し、復興に
　向けた相談窓口の開設と原状復帰のため、最大限の支
　援をすること。
○交通障害のある職員、二次災害の危険がある職員、子
　育て・介護を要する職員に対しては出勤を強要せず、　
　職務専念義務免除の措置を講ずること。
○通勤届出以外の出勤経路で通勤させないこと。やむを
　えず出勤させる場合は、出勤した職員の通勤時の事故
　に公務災害の適用をするとともに、通勤に要した費用
　は当局が責任をもって負担すること。
○被災職員への災害見舞金支給は、提出書類を弾力的に
　行い、無利息・低利の災害貸付を行うよう共済組合に
　働きかけること。
                                                                以　上

解

廻

塊

快

回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回

回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回

壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊

壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊
壊

姶 逢娃娃娃娃娃娃娃娃娃

姶逢 娃娃娃娃娃娃娃娃娃


